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農林中金総合研究所は，農林漁業・環境

問題などの中長期的な研究，農林漁業・

協同組合の実践的研究，そして国内有数

の機関投資家である農林中央金庫や系

統組織および取引先への経済金融情報

の提供など，幅広い調査研究活動を通じ

情報センターとしてグループの事業を

サポートしています。

広い駐車場と農協

農協にうかがうと，本店に限らず支店でも店舗の駐車場が広々としていることに気づく。

駐車場には空いているスペースもあり，駐車場が広い理由は，利用者が自動車で来店する

ことが多いからだけではなさそうだとつねづね思っていた。あるとき，中部地方の農協の

方から，その農協では様々な会議のために農協を訪れる組合員のための駐車スペースとし

て，店舗にはなるべく駐車場を広めに設けている，というお話をうかがい，目から鱗が落

ちた思いだった。支店運営委員会，農家組合長会議，総代懇談会など，多数の組合員が農

協の本店，支店に集まる機会は多く，それを考慮して駐車場が設計されている。広い駐車

場からみえてくるのは，組合員に説明し組合員の声を聞くことを事業の基本とし，また組

合員に集まってもらうことを大切にする農協の姿である。

協同組合としての民主的運営を実現するために，農協には組合員の意思を事業や経営に

反映する様々な仕組みが構築されている。理事会，総代会，集落座談会，農家組合長会議

は主に正組合員がメンバーの会議であり，生産部会，女性部，青壮年部などの層別組合員

組織もあり，准組合員の組織を持つ農協もある。これらの会議体や組合員組織は，正組合

員同士または農家の女性や青壮年など比較的同質の組合員が集まって意見を調整し，それ

を農協に伝えていく機能を持つ。

しかし，農協の今後を考えるとき，同質の組合員のみを対象とした意思反映の仕組みだ

けでは足りない。昨年10月に当研究所が全中と共同で実施した「農協の利用等に関するア

ンケート」では，准組合員と地域住民の多くが，消費者として，安全で安心な食料の安定

的な供給を農協に期待していることが明らかになった。そうした消費者の食料・農業に関

する期待を農協事業そして生産者へとつなぐ，それは組合員の意思を反映することに優れ

た農協の仕組みの中で行われるのが自然であろう。また，先日開催された第25回ＪＡ全国

大会では，「消費者との連携による農業の復権」を決議した。ファーマーズマーケットや

地産地消は消費者と生産者の物理的距離を短くして，生産者が消費行動を実感し，また消

費者の農業生産への理解を進める効果を持つが，さらに一歩進め，消費者の意見を取り入

れ，また消費者と生産者が意見を交換する形での消費者との連携も，検討する必要があろ

う。

河野直践氏は著書『産消混合型協同組合』の中で，農産物の生産者と消費者を構成員と

する様々な産消混合型協同組織の実例を紹介しておられるが，それらの法人形態は，株式

会社，生協，事業協同組合，労働者協同組合であり，農協ではない。農協制度では農家で

ない消費者は准組合員になり，議決権，投票権などの共益権を持つことができない。消費

者が農協の駐車場を利用するのは事業の利用者としてである。

2007年に訪問したフランスのエネルコープは，再生可能エネルギーをその生産者からそ

の利用を希望する消費者へと供給する協同組合である。社会的な目的を持ち多様な利害関

係者を組合員とする社会的共通益協同組合であるエネルコープでは，消費者，生産者，事

業の運営者，従業員さらには市民団体等事業への賛同者も組合員である。消費者との連携

を進める農協のその先の姿として一つの参考になるだろう。

（（株）農林中金総合研究所 調査第一部長　斉藤由理子・さいとうゆりこ）

今 月 の 窓

99年4月以降の『農林金融』『金融市場』

などの調査研究論文や，『農林漁業金融統計』

の最新の統計データがこのホームページから

ご覧になれます。

また，メールマガジンにご登録いただいた

方には，最新のレポート掲載の都度，その内

容を電子メールでお知らせするサービスを行

っておりますので，是非ご活用ください。

農中総研のホームページ http://www.nochuri.co.jp のご案内

＊2009年10月のHPから一部を掲載しております。「最新情報のご案内」や「ご意見コーナー」もご利用ください。

【農林漁業・環境問題】

・米政策の展開と稲作経営政策の課題

・次期CAP改革の展望

――2004年・2007年加盟国の最終的な統合へ向けた

直接支払いの見直し――

・漁船漁業構造改革対策事業の現状と課題

・増加する大企業の農業参入

――その背景と戦略――

・動物福祉と畜産規制

――米国と豪州の２事例にみる動物愛護団体の運動――

・産業振興と教育振興の同時実現を目指して

――沖縄県島尻郡南大東村――

・新しい「結」を目指して

――滋賀県甲賀市(有)共同ファームの取組み――

【協同組合】

・農業協同組合法制の課題と展望

・＜講演＞ 金融危機と協同組合銀行

【国内経済金融】

・ライフステージに合った商品を推進する埼玉縣信用金庫

・賃貸住宅経営に増す逆風

――空き室増加と若年人口減少――

・雇用悪化の底入れはまだ先

・10年を経過したPFI事業とJA

・生産持ち直しの一方で，悪化が続く雇用環境

――年度下期には景気足踏みの可能性も――

【海外経済金融】

・米国農業信用庁と農業信用制度

・外国為替市場における決済システムCLSの重要性

・米景気回復期待の一方，早期利上げ観測後退

本誌に掲載の論文，資料，データ等の無断転載を禁止いたします。
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